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総 括 調 査 票

調査事案名 （30）民間船舶の運航・管理事業
調査対象
予 算 額

令和４年度：2,663百万円 ほか
（参考 令和５年度：2,742百万円）

府省名 防衛省
会計 一般会計

項 艦船整備費 調査主体 本省

組織 防衛本省 目 公共施設等維持管理運営費 取りまとめ財務局 －

①調査事案の概要

【事案の概要】
島嶼侵攻対処や災害発生時には、自衛隊艦船の輸送能力だけでは不足する事態も想定されることから、民間海上輸送力を効果的かつ効率的に活用し、大規模な人

員・装備品等の輸送を可能とする機動展開能力を強化するため、民間事業者による民間船舶（以下「PFI船舶」という。）の調達・維持管理・運航等を一元的に行う事
業である。
・自衛隊の用に供していない期間は、管理運営事業者が独自の民間収益事業を実施できることとなっており、利益の一部を国庫に納付することとなっている。
・現契約では、輸送用船舶として、PFI船舶２隻を10年間で総額約250億円（平成28年から令和７年末）で運用中であり、契約総額の中で、維持管理・運航等に必要な
経費を毎年度、予算計上している。
これまでの主な活用実績として、自衛隊訓練演習時の部隊・装備品輸送に加え、平成28年の熊本地震及び平成30年の北海道胆振東部地震における部隊・物資の輸送、

被災者向けの休養施設（食事・入浴）等、災害時にも活用されているほか、令和２年のクルーズ船「ダイヤモンドプリンセス号」の生活・医療支援等を行う自衛隊員
等の活動拠点・宿泊場所等としても活用されている。
「防衛力整備計画（令和４年12月16日閣議決定）」では、「海上輸送力を補完するため、車両及びコンテナの大量輸送に特化したPFI船舶を確保する」とし、約0.1

兆円を計上している。

【問題意識】

PFI船舶の運用に際しては、災害対応を含む有事等の用に供することを本務としつつ、それ以外の期間においても、自衛隊訓練での活用に加え、民間収益事業での
活用も可能な契約となっていることも踏まえ、PFI事業で実施することにより期待される成果が上がっているか、活用実績を確認する必要がある。
また、今般策定された「防衛力整備計画」ではPFI船舶の確保が掲げられたことを踏まえ、活用実績の調査結果から、確保の際に必要となる検討事項を洗い出す必

要がある。

【事業スキーム】【保有船舶】

【輸送能力】
人員：５０７名
車両：大型トラック２００両
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双日(代表企業) 全般管理(財務等)

日本通運 全般管理(調整等)

リベラ 船舶維持管理

津軽海峡フェリー 船舶改修等

東洋マリーンサービス 船舶雇用・運行

新日本海フェリー 船舶改修等
ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾏﾘﾀｲﾑ・ﾄﾗﾝｽﾎﾟｰﾄ 船舶維持管理

ゆたかシッピング 船員雇用・運行
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船舶の運航や維持管理、船員の雇用などの各業務
は企業連合体８社に委託
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【輸送能力】
人員：５０８名
車両：大型トラック５０両

小型トラック１１０両
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③調査結果及びその分析

PFI船舶の運用実態を把握し、平
素において、どのように活用が図
られているか、調査を実施する。

１．PFI船舶の平素の稼働状況 １． PFI船舶の平素の稼働状況

PFI船舶の契約開始時（平成28年度）から令和４年度末までの稼働状況を調査したところ、両船舶の稼働率について
は、ナッチャンWorldは8.0%、はくおうは10.0%であった。【表１】【表２】
さらに、稼働時の用途を調査すると、自衛隊訓練以外では、ナッチャンWorldは民間収益事業の割合が高く、はくお

うは災害派遣利用の割合が高かった。これは、ナッチャンWorldは、HP上でイベント実績等を周知していることから映
画イベントをはじめとするイベント利用が多く、はくおうは、入浴施設等を有するという船舶の特性から、西日本の台
風や豪雨災害時の派遣、新型コロナウイルス対応（令和２年度に横浜港へ45日出航）での利用が多くなっている。

【表１】(ナッチャン） 稼働可能日数 稼働日数 稼働率 （うち訓練） (うち災害派遣) (うち収益事業)

H28年度 ３６５日 ６日 １．６% ６日 ０日 ０日

H29年度 ３１１日 ２８日 ９．０% ７日 ０日 ２１日

H30年度 ３４４日 ６６日 １９．２% ７日 ５日 ５４日

R元年度 ３５６日 ４１日 １１．５% １９日 １１日 １１日

R２年度 ３２２日 １９日 ５．９% １９日 ０日 ０日

R３年度 ３６５日 ９日 ２．５% ９日 ０日 ０日

R４年度 ３３０日 ２３日 ７．０% ２３日 ０日 ０日

総計 ２,３９３日 １９２日 ８．０% ９０日(３．８%) １６日(０．７%) ８６日(３．６%)

【表２】(はくおう) 稼働可能日数 稼働日数 稼働率 （うち訓練） （うち災害派遣） （うち収益事業）

H28年度 ３６５日 ５１日 １４．０% ６日 ４１日 ４日

H29年度 ３４７日 ２５日 ７．２% ５日 ０日 ２０日

H30年度 ３５０日 ５８日 １６．６% １５日 ４０日 ３日

R元年度 ３４９日 ７４日 ２１．２% ２７日 ４７日 ０日

R２年度 ３５１日 １５日 ４．３% １２日 ３日 ０日

R３年度 ３４２日 １３日 ３．８% １３日 ０日 ０日

R４年度 ３５３日 ９日 ２．５% ９日 ０日 ０日

総計 ２，４５７日 ２４５日 １０．０% ８７日(３．５%) １３１日(５．３%) ２７日(１．１%)

〇稼働率（稼働率＝稼働日数÷稼働可能日数（契約上の日数から整備日数を控除した日数））

２．PFI基本方針との関係性

３．運用パターン別取組状況

PFI船舶の運用実態が、「民間
資金等の活用による公共施設等の
整備等に関する事業の実施に関す
る基本方針（平成30年10月23日閣
議決定）」（以下「PFI基本方針」
という。）で掲げられるPFI事業の
実施による成果に沿っているもの
か、検証を実施する。

PFI船舶の運用状況を、運搬対
象と運搬用途で類型化した上で、
PFI船舶がどのような使途で利用さ
れているのか、調査を実施する。

【調査対象年度】
平成28年度～令和４年度

【調査対象先数】
防衛省ほか：６先
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④今後の改善点・検討の方向性

３．運用パターン別取組状況

（現行船舶）
自衛隊訓練や米軍輸送の需要を取り

込み、PFI船舶を積極的に活用すべき。
特に自衛隊訓練については、護衛艦

用とPFI船舶用の燃料の調達バランスを
再考し、PFI船舶をより自衛隊訓練で活
用できるようにすべき。

（防衛力整備計画での確保予定船舶）
現在の「防衛力整備計画」では、PFI

船舶の確保が掲げられているが、確保
に際しては、有事における利用に加え、
① 自衛隊訓練での利用
② 民間収益事業（例：定期航路による

貨物運搬、自治体訓練での利用）
を柱とした有効活用に向けた方策の検
討や中古船舶を買い上げた場合との経
費効率の比較を前提とすべき。

１．PFI船舶の平素の稼働状況
２．PFI基本方針との関係性

PFI船舶は、維持整備や船員確保の面
でコスト優位性はある一方、自衛隊によ
る利用及び民間収益事業による利用率が
両船舶とも１割以下の状況にある。した
がって、財政資金の効率的利用に向けて、
平素においても活用できる用途があれば、
積極的に活用すべき。
現在の「防衛力整備計画」ではPFI船

舶の確保が掲げられているが、確保に際
しては、必ずしもPFI手法の導入ありき
ではなく、例えば、中古船舶の供給状況
等も踏まえつつ、中古船舶を買い上げた
場合との経費効率の比較や、PFI方式と
する場合でも契約内容の見直しも含め、
有効活用の方策を検討すべき。

２．PFI基本方針との関係性

３．運用パターン別取組状況

【表３】 自衛隊以外の利用 自衛隊利用

運
搬
内
容

ヒ
ト

・民間収益事業の売上の内訳は下記のとおりであり、米軍
輸送が総売上の７割を占めている。
・営業活動はHP等で実施しているが、問合せを受けても、
燃料費等のコストが割高で実現に至らないケースも見られ
た。
・コロナの影響により、両船舶とも令和２年度以降民間収
益事業の実績はない。

・船舶（PFI船舶以外も含む）を利用した海上輸
送を伴う自衛隊訓練のうち、72%はPFI船舶を利
用しているが、27%はPFI船舶や自衛隊保有艦船
とは別に民間船をチャーターして利用（平成28
年度から令和４年度末までの所要経費は約３億
円）。
・PFI船舶の利用が限定的となる要因は、次の点
である。
① 船体：自衛隊訓練での所要と比して大型であ
ることから、用途が限定的となる。
② 燃料：PFI船舶を利用するための燃料として、
護衛艦用とは別に燃料費を調達する必要がある
が、訓練ニーズを充足できる水準を確保できて
いない。
・自治体から国民保護を想定した訓練使用の引
き合いもあったが、コスト面（燃料費）から自
治体側で利用を断念したケースもある（自治体
訓練での利用実績はなかった）。

貨
物

・両船舶とも運営業者による営業活動実績なし。
・運営事業者によると、貨物航路は定期航路が前提で
あり、スポット需要の取込みは困難との意見。

「PFI基本方針」では、PFI事業の実施により期待される成果として、「財政資金の効率的利用」、「民間の
事業機会を創出することを通じて経済の活性化に資すること」等が掲げられている。※本事業の導入決定当時の
PFI基本方針（平成25年９月20日閣議決定）でも同内容が掲げられていた。

「財政資金の効率的利用」については、10年間で250億円を投じる事業であり、平時における自衛隊訓練等
での活用も期待されるものであるが、前掲１.の【表１】、【表２】で示したとおり、自衛隊訓練での利用率
はナッチャンWorldが3.8%、はくおうが3.5%となっている。
また、「民間の事業機会を創出することを通じて経済の活性化に資すること」については、「民間収益事

業」での利用率はナッチャンWorldが3.6%、はくおうが1.1%であり、両船舶とも令和２年度以降の実績はな
かった。

総売り上げ 2.1億円

米軍輸送 1.5億円

イベント等 0.6億円

総売り上げ 2.6億円

米軍輸送 1.8億円

イベント等 0.8億円

ナッチャンWorld はくおう

船舶の運搬用途を「自衛隊利用」と「自衛隊以外の利用」の２種類とし、そのうち後者については運搬対象を「ヒト」ま
たは「貨物」に類型化した上で、PFI船舶の運営事業者へのヒアリングも含め取組状況を調査した。
調査結果は【表３】のとおりであり、PFI船舶の事業目的に馴染む自衛隊訓練での利用について見ると、 PFI船舶の利用実

績は船体規模や燃料の面から限定的であり、代わりに民間船をチャーターして利用しているという状況であった。

③調査結果及びその分析


